
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｎｏ． ９６ 

発行 １８．５．２５ 

ＪＲ東労組  業務部 

「常時運転取扱いのある駅」「新幹線停車駅」「地区駅」についてはＪＲ本体での運営とすること。 

12 項目の観点を入れた駅業務運営体制を構

築すること。 

１２項目の適合数をもって 

駅の運営体制を決定する考えはない。 

新販売拠点の目的・考え方は今までと変わる

ものではない。 

新販売拠点の位置づけと今後の展望を明らか

にすること。 

運営体制の変更がある場合は、地元自治体と

協議を行い、周知・徹底のうえ実施すること。 

地元自治体との協議・調整を行ったのちに実施

している。今後もこの考えは変わらない。 

急激な世代交代に伴う技術継承と人材育成の重要性および必要性については、 

会社として乗り越えていく課題である。 

委託されているコーナーを本体に戻すこと。 一部コーナーを委託する考えはある。 

「施策実施に関する確認メモ」の則り、地本－支社間の議論は、認識を深めたうえで実施すること。 

駅業務委託を通じて、駅職場で働くＪＲ東日本社員および駅業務受託会社社員の 

働きがいとモチベーションを高める施策とすること。 

社員の育成の場として本体運営駅を残すこと。 「社員育成ができる」と言う視点を持って委託する。 

ＪＲ本体と駅業務受託会社の対応力・判断力の更なるレベルアップにつとめ、 

お客さま対応のレベルを上げていく。 

フロア案内担当の目的・役割は変わらない。 

必要に応じて必要な箇所に配置する。 
フロア案内担当を引き続き配置すること。 


